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Ⅰ．はじめに

本要領は、国立研究開発法人科学技術振興機構（以下、「ＪＳＴ」という）が実施する「国際科学技術協力基盤整備事業 科学技術外交の展開に資する国際政策対話の促進」において、貴機関（以下、「実施機関」という）とＪＳＴが締結する実施協定書に基づいて実施機関にて課題を実施するにあたり、必要な事務処理等について補足的に説明するものです。

　　　実施機関におかれましては、実施協定書及び本要領に基づいて、効果的で効率的な課題実施のための、柔軟かつ適正な経費の執行をお願いします。

Ⅱ．国際科学技術協力基盤整備事業 科学技術外交の展開に資する国際政策対話の促進の概要

国立研究開発法人科学技術振興機構（ＪＳＴ）は、科学技術の国際活動を展開するための基盤の強化の取組の一つとして、民間団体の主導による科学技術外交の展開に資する活動を支援します。このため、国際的に科学技術をリードする産学官関係者及び社会の幅広いステークホルダーの間の国際的なコミュニケーションを促進し、将来に向けての科学技術活動の在り方を議論し、その結果を社会に提言等の形で広く発信する活動として、国際集会等の開催や科学技術外交の展開に資する調査分析活動等のプロジェクトを支援する事業を行います。
 科学技術関係者のみならず政府関係者、大学等研究機関関係者、民間企業等国際的に科学技術をリードする産学官関係者及び社会の幅広いステークホルダーの間の議論を促進する国際集会等の開催や科学技術外交の展開に資する調査分析活動等のプロジェクトを支援の対象とします。

（テーマ例）
 ○科学技術イノベーションに関する国際活動が我が国の外交に及ぼす効果及び科学技術協力活動における外交の役割
 ○パッケージ型インフラの海外展開や研究者国際流動等、科学技術イノベーションの国際展開
 ○地球規模問題に対応するため、人文・社会科学と自然科学の枠を超えた分野横断型の国際研究協力の促進
 ○その他、国際協力活動を通じて科学技術イノベーション実現に資すると考えられるテーマ
Ⅲ．用語の解説

　本支援に係る特有の用語を中心に下記の通り説明します。

	課題
	本支援に申請者（実施主担当者）が申請し、採択された課題。課題の名称は実施協定書に記載。

	実施協定書
	課題の実施に関する実施機関とＪＳＴとの約定を定めるもの。

（正本を２部作成しＪＳＴ及び実施機関で１通ずつ保管）

	負担対象費用
	実施協定に基づき、課題の実施のために必要な費用としてＪＳＴが支援、支出する経費。

	実施機関
	課題の実施を申請した機関で、その企画内容、および採択後の課題の実施に於いて責任を有する。

	業務計画書
	課題の実施に係る業務についての計画。実施主担当者が採択後、作成し、実施協定書に添付。課題の実施に係る業務はこの業務計画書に基づき、実施機関が実施する。協定締結後、経理担当へ提出し、業務計画書に基づき、経費を執行する。

	終了報告書
	課題の実施に係る業務全体に関する報告書。実施期間終了後、ＪＳＴに提出。

	負担対象費用実績報告書（収支簿含む）
	課題の実施に係る経費の執行に関する経理報告書。実施期間終了後、ＪＳＴに提出。

	実施主担当者
	実施機関において課題の実施を中心的に行う者として実施協定書に記載される者。

	実施責任者
	実施協定書の契約権限をもつ実施機関側の代表者。負担対象費用実績報告書の実施責任者の欄にも氏名等を記載。実施協定書の調印者となる者。

	経理担当者
	実施機関において経費執行管理や負担対象費用実績報告書等各種書類の作成・とりまとめ・提出等を行い、ＪＳＴとの窓口として緊密な連絡が取れる者。

	契約担当者
	実施機関とＪＳＴとの間で締結する契約に関してとりまとめ・提出等を行い、ＪＳＴとの窓口として緊密な連絡が取れる者。


Ⅳ．支援開始の手続き

1．契約（実施協定）の締結について

・採択後、｢様式２　業務計画書｣を作成し、ご提出いただきます。内容につきまして、ＪＳＴの承認後、実施協定書に添付をし、ＪＳＴと実施機関との間で契約（実施協定）を締結します。

・業務の実施は実施協定書および本要領に則り、業務計画書に基づいて実施をしてください。
・実施協定を締結する各実施機関に対し、締結前に事務管理体制および財務状況等についての調査・確認を行うことがあります。その結果、必要と認められた機関についてはＪＳＴが特に指定する方法に従っていただくことがあります。
2．負担対象費用のＪＳＴから実施機関への支払いについて

　　　1)支払いの方法

　　　　・実施協定の締結後、業務計画書に記載の負担対象費用を、ＪＳＴから実施機関へとお支払いいたします。
・原則として一括の概算払いとします。
　2)負担対象費用の請求について　　　　

　　　　・ＪＳＴとしては、負担対象費用の早期支払いにより、経費の効率的かつ速やかな執行による課題の円滑な実施、また実施機関の資金繰りの軽減が図られると考えます。各実施機関におかれましては、実施協定の早期締結、並びに請求書の速やかな発行等の事務処理をお願いします。

　　　　・実施機関は実施協定書に添付された業務計画書の負担対象費用を「様式３ 負担対象費用請求書」にてご請求ください。

・負担対象費用の請求は、速やかな支払いを可能とするため、「振込依頼書」や「納入告知書」でなく「様式３ 負担対象費用請求書」でお願いします。

　　　　・請求書をご提出いただいてから翌月末を目処に支払いをさせていただきますが、納入告知書等で支払期限まで期日の猶予がない場合等には、別途個別に支払期限を調整させていただくことがあります。

3)銀行口座の取扱いについて

　　　　・負担対象費用を管理する銀行口座について、新規の口座を個別に設ける必要はありません。ただし、ＪＳＴが必要と認めた場合は、当該負担対象費用の収支を明確にするため、専用の普通預金口座（無利息型）を新たに開設していただくことがあります。
・収支の記録は収支簿を作成し、当該負担対象費用の収支を他の収支と明確に区分してください。

　　　　・預金利息が発生した場合、ＪＳＴへ報告および返還する必要はありません。

Ⅴ．業務実施にあたっての手続き

　　　実施協定書に添付された業務計画書を基に業務を実施してください。
1．業務実施における提出書類について
1)業務計画書
・課題の実施に係る業務についての計画書。実施主担当者は採択後、「様式２ 業務計画書」を提出し、ＪＳＴの承認を得ることとします。まずは電子データを提出してください。提出された業務計画書は、ＪＳＴが内容を確認した後、承認をいたします。不備がある場合には、ＪＳＴより加筆・修正の依頼をいたしますので、速やかに対応してください。なお、業務計画書は実施協定書に添付します。課題の実施に関する業務はこの業務計画書に基づき、実施機関が実施してください。
2)業務変更承認申請書
・実施主担当者は、業務計画書の以下の変更が発生した場合、「様式４ 業務変更承認申請書」を提出し、ＪＳＴの承認を得ることとします。まずは電子データを提出してください。提出された業務変更承認申請書は、ＪＳＴが内容を確認した後、承認をいたします。不備がある場合には、ＪＳＴより加筆・修正の依頼をいたしますので、速やかに対応してください。ＪＳＴの確認後、契約調印者の押印の上、提出してください。
1 業務計画書の「様式２　実施の詳細」および「様式３　ミッションステートメント」の事項に変更が発生した場合

2 業務計画書の「様式４　所要経費」における人件費を増額する変更が発生した場合
3 業務計画書の「様式４　所要経費」における細目と細目の間で経費の流用を行うことにより、いずれかの細目の額が３割（その費目の３割に当たる額が５０万円以下の場合は５０万円）を超えて増減する変更が発生した場合
3)業務変更届
・実施主担当者は、2）の業務変更承認申請書の提出に該当しない業務計画書の変更があった場合は｢様式５ 業務変更届｣を提出していただきます。まずは電子データを提出してください。提出された業務変更届は、ＪＳＴが内容を確認した後、承認をいたします。不備がある場合には、ＪＳＴより加筆・修正の依頼をいたしますので、速やかに対応してください。ＪＳＴの確認後、実施主担当者の押印の上、提出してください。
4)業務中止承認申請書

・本件業務を中止しようとする場合は、理由等必要事項を｢様式６ 業務中止承認申請書｣に記載してＪＳＴに提出してください。ＪＳＴの承認を受けなければ業務を中止することはできません。まずは電子データを提出してください。提出された業務中止承認申請書は、ＪＳＴが内容を確認した後、承認をいたします。不備がある場合には、ＪＳＴより加筆・修正の依頼をいたしますので、速やかに対応してください。ＪＳＴの確認後、契約調印者の押印の上、提出してください。
2．経費執行について

・負担対象費用は、実施協定書に添付された業務計画書の内容に基づき、執行してください（経理担当者は、実施主担当者より業務計画書を受け取り、確認の上、執行してください）。

・その他、経費執行の詳細については、後述の「Ⅶ．負担対象費用の執行および経理報告の提出について」をご参照ください。

3．購入した物品等の管理について

・本支援の負担対象費用により購入した単価１０万円（税込）未満の物品・消耗品等については、ＪＳＴから実施機関に対して管理の事務手続きを求めることはありません。実施機関は、善良な管理者の注意をもって管理するものとします。

4．ポスター等による告知や成果物の作成における本支援についての記載について

・課題の主催者は実施機関となりますが、本支援で実施する課題について告知（例：Ｗｅｂ、開催に伴い作成するポスター・チラシ等）する際や、成果物（テキスト、論文、講演、映像等）を作成する際には、『ＪＳＴの国際科学技術協力基盤整備事業 科学技術外交の展開に資する国際政策対話の促進の支援を受けた課題であること』を明示するようにしてください。

以下を参考に表記してください。

＜記載例＞

「この課題は、国立研究開発法人科学技術振興機構の平成○年度国際科学技術協力基盤整備事業　科学技術外交の展開に資する国際政策対話の促進の支援を受けて実施しています。」

・ポスター、チラシ等について、見本をＪＳＴまでお送りください。

・告知や報告等を実施機関等のホームページ上で行った場合は、URLをＪＳＴへお送りください。

Ⅵ．業務終了後の手続き

1．業務終了時の提出書類について

1)負担対象費用実績報告書（収支簿含む）
・実施主担当者は課題の実施後、経費執行に関する｢様式７ 負担対象費用実績報告書｣を作成し、実施期間終了後６１日を経過した日又は翌会計年度の５月３１日のいずれか早い日までに提出していただきます。まずはＪＳＴに電子データを提出してください。提出された負担対象費用実績報告書は、ＪＳＴが内容を確認した後、承認をいたします。不備がある場合には、ＪＳＴより加筆・修正の依頼をいたしますので、速やかに対応してください。ＪＳＴの確認後、契約調印者の押印の上提出してください。
2)終了報告書
・実施主担当者は実施期間が終了した日又は中止の日から起算して６１日以内に業務の報告書として｢様式８ 終了報告書｣を提出いただきます。まずはＪＳＴに電子データを提出してください。提出された終了報告書は、ＪＳＴが内容を確認した後、承認をいたします。不備がある場合には、ＪＳＴより加筆・修正の依頼をいたしますので、速やかに対応してください。ＪＳＴの確認後、契約調印者の押印の上、提出してください。なお、ご提出いただく終了報告書の内容については公開をさせていただく場合がございますのでご留意ください。
Ⅶ．負担対象費用の執行および経理報告の提出について

1．負担対象費用の執行にあたって

· 負担対象費用は、実施協定書に添付された業務計画書の内容に基づき、執行してください（経理担当者は、実施主担当者より、業務計画書を受け取り、確認の上、執行してください）。
· 負担対象費用は、本課題の目的・趣旨に適合するものを執行してください（合目的性）。経理処理にあたっては、本要領および実施機関の規程等に沿って適正に執行してください。

· 課題を円滑かつ効果的・効率的に実施するため、執行の柔軟性にも配意をお願いします。ただし、実施期間終了時における予算消化を趣旨とした調達がないよう十分ご留意ください。

· なお、国費を財源とすることから、負担対象費用の執行については、経済性・効率性・有効性・合規性・正確性に十分留意してください。（これらは会計検査院の観点でもあります）

· 
実施機関自体も本課題の実施に関して国の会計検査院の検査対象となります。実施機関にて検査が行われる場合は、ご対応頂きますのでご協力お願いします。

【参考】

·  いわゆる競争的資金の研究開発費の執行について、研究機関に対して「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成１９年２月１５日　文部科学大臣決定、平成２６年２月１８日改正）に基づき、経費の管理・監査体制を整備いただくようになっています。本支援につき当該ガイドライン対応は義務づけられていませんが、実施機関における負担対象費用の管理・監査体制の整備にあたり、ご参考ください。
参照：研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）
　　　http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1343831.htm
2．負担対象費用の予算費目

	1)人件費：本課題を実施するために直接必要な者で、実施機関が雇用する者に係る人件費、人材派遣等の経費
2)事業実施費：実施機関が本課題を実施するにあたり、直接的に必要な経費であり、下記の細目で構成
　

・外国人等招へい旅費：本課題の招聘者に係る旅費
・国内旅費：実施機関の担当者に係る日本国内の旅費・交通費（準備を含む）
・外国旅費：実施機関の担当者に係る外国旅費（準備を含む）
・諸謝金：本課題の招聘者等、実施機関の被雇用者以外の方に対する謝金
・会議開催費：会場使用料、会場において使用する物品・消耗品等のレンタル料、購入費用等
・通信運搬費：課題の実施に伴う連絡郵便料、宅配便料、荷物運搬料等
・印刷製本費：課題の実施に伴い作成するポスター・チラシ等、実施時に参加者に配布するテキスト・資料等のコピー・印刷・製本に係る費用、実施後に作成する報告書の印刷・製本に係る費用等
・雑役務費：企画要素を含まない本課題に係る一部業務を第三者に実施させるための費用等
・その他：人件費や海外旅費等の不課税取引等に係る消費税相当額等
※負担対象費用の上限額は、実施協定書第４条第１項に記される金額となります。


　　

※各費目の具体的な使途等については、後述の「Ⅶ．3. 2)各予算費目の執行に係るガイドライン」を必ずご確認ください。

※負担対象費用の執行に当たっては、第三者が見ても、正当な支出が行われたことが明確に理解できるように証拠書類のとりまとめをお願いします。

3．負担対象費用の執行について

　　　1)負担対象費用の執行

・ＪＳＴが承認した業務計画書の内容に基づき、執行してください。

　　　　・本課題の実施のために直接的に必要な経費に支出してください。

・適正な負担対象費用執行を証明する証拠書類の整備により、発生した経費の妥当性を実施機関の責任において客観的に説明できることが必要となります。証拠書類の整備方法は、後述の「Ⅶ.5.1)③証拠書類の整備について」を参考にしてください。
・特に物品等の調達にあたっては、経済性・効率性の観点から、競争原理（見積合わせ・入札制度）の積極的な導入が求められます。

　　　2)各予算費目の執行に係るガイドライン

　　負担対象費用は、合目的性(本課題の目的・趣旨への適合性)に十分留意の上、実施機関の規程に従って適切に支出・管理することが原則となりますが、併せて下記のガイドラインに従って適切に執行してください。

（１）各予算費目の執行に係る留意点
①人件費

ⅰ）雇用の基準
・雇用は実施機関が自ら行い、当該人件費を負担対象費用に計上してください。
・雇用契約に関わる諸条件は各実施機関の規程に準拠します。
ⅱ）負担対象費用での雇用対象および人件費の計上基準
・本課題を実施するために直接必要な者で、業務計画書の「様式５　実施担当者一覧」に担当者として記載がある者が対象となります。
・専従者については、実施機関が支払った実費により計上を行ってください。兼業者については、従事日誌等により従事日又は従事時間を区分し、本課題の実施に該当する部分の人件費を適切に按分の上、計上してください。（各種手当て・社会保険料等も適切に按分し計上すること。）
ⅲ）証拠書類について
・人件費の計上にあたっては、出勤簿、タイムカード、雇用契約書・人事発令書、労働条件通知書、支給額明細書、支払証明書（領収書、銀行振込の明細）、賃金基準表、就業規則、給与規程等及び会計伝票又はこれらに類する書類を実施機関において整備・保管してください。書面調査又は実地調査においてこれらの書類の提出・提示を求める場合があります。
ⅳ）その他の留意事項
・実施機関において定められている基準勤務時間内での業務実施を原則とし、超過勤務が必要となる場合であっても必要最小限となるよう留意してください。
・人件費には各種手当て、法定福利費を含むことができます。
・人件費（通勤費は除く）は不課税取引となるため、その金額に0.08 を乗じた金額を消費税相当額として「⑧その他」に計上することができます（実施機関が消費税の免税事業者である場合には計上できません）。ただし、基本給に通勤費を含めている場合等についての取り扱いは、実施機関において税務署、公認会計士等の指示により実施機関の責任において整理してください。
・実施期間外に支給された給与、賞与は計上できません。
②外国人等招へい旅費、国内旅費、外国旅費

ⅰ）旅費の算定基準
・各実施機関の旅費規程に準拠します。

ⅱ）旅費支出の対象となる事由

・本課題の実施（準備も含む）に係る旅費・交通費、および招聘者に係る旅費・交通費の実費を支援の対象とします。
・課題の準備に係る旅費は担当者同士の打ち合わせや招聘者等との打ち合わせに関して支援します。
ⅲ）旅費支出の対象となる者

１）業務計画書の「様式５　実施担当者一覧」に担当者として記載がある者

２）外国人等の招へい対象者
ⅳ）旅費支出に際しての留意事項

・以下の旅費・交通費は本支援の対象となりません。
※参加者の旅費・交通費

※本課題の実施（準備も含む）とは直接関係のない旅費・交通費
③諸謝金

・本課題の実施に伴い直接必要である場合に限り支出可能です。また、単価基準は実施機関の規程に準じて執行して下さい。
・招待講演等により外部の招聘者に謝金を支払う場合を想定しています。実施機関の被雇用者が講演等を行った場合は、支援対象外です。
・所得税法上に定める源泉徴収を行ってください。
④会議開催費
・会場使用料、会場において使用する物品・消耗品等のレンタル料、購入費用等を支援します。
・課題の実施に必要な物品・消耗品等を購入する場合、購入できる物品の単価は１０万円（税込）未満とします。
・デジカメ等の少額の電化製品や文具類・書籍等、実施機関の通常業務や運営に使用できる汎用性の高い物品の購入費用については、負担対象費用からの支出は認めません。このほか、本課題実施と関係ない物品は支援対象外です。
・会場設営作業等の役務費用は「⑦雑役務費」に計上してください。
⑤通信運搬費

・課題実施に伴う、連絡郵便料、宅配便料、荷物運搬料等を対象とします。
・運送に伴う運送保険料は、通信・運搬費に含みます。
・電話代及びパソコン設置・接続料等は支援対象外です。
⑥印刷製本費
・告知・参加者募集のためのポスターやチラシ等、課題実施時に参加者に配布するテキスト・資料等のコピー・印刷・製本に係る費用、課題実施後に作成する報告書の印刷・製本に係る費用等を対象とします（ただし、部数については課題の規模等に応じて制限を設ける場合があります）。
⑦雑役務費

・企画要素を含まない請負業務に係る費用等を対象とします。
・企画要素を含まない請負業務として、以下のような例があげられます。
例）会場設営作業、会場警備、参加者登録管理、移動のためのバス借り上げ、等。
⑧その他

・人件費や海外旅費等の不課税取引等に係る消費税相当額等が発生する場合、当該取引の予算費目に関係なく、「その他」に計上してください。
（２）（１）各予算費目の執行に係る留意点に記載以外の本支援では経費の対象とならない経費

※参加者に係る費用
※飲食に係る費用
※特許出願経費や学会年会費等、実施機関の権利となるもの

・支援対象となるか等、不明な点があれば随時ご相談ください。

3)負担対象費用の費目間流用

・「Ⅶ.2. 負担対象費用の予算費目」に記載の費目および細目について、業務計画書に記載された経費に対し、細目間の流用を行うことにより、いずれかの細目の額が３割（その細目の３割に当たる額が５０万円以下の場合は５０万円）を超えて増減する変更が生じる場合には、事前にＪＳＴに連絡し、｢様式４　業務変更申請承認書｣を提出し、承認を得てください。
※流用の内容如何により、ＪＳＴ担当者が実施主担当者、実施機関にその詳細を後日確認させていただく場合があります。

※人件費を増額する流用は、金額にかかわらず、必ずＪＳＴの事前承認が必要です。
　　　4)その他の負担対象費用に係る留意事項

①負担対象費用の執行に係る発注・検収について

　・発注・検収業務について、当事者以外によるチェックが有効に機能するシステムを構築・運営する等、公的研究費の管理・監査のガイドラインに則り、適切に行ってください。

②不課税取引等（不課税・非課税取引）に係る消費税相当額の取扱いについて
・負担対象費用を物品調達等の課税取引だけでなく、人件費や海外旅費等の不課税取引等に支出する場合、ＪＳＴから受け取る消費税額と、各実施機関において支払う取引に含まれる消費税との差額が生じ、その差額に相当する消費税を各実施機関より納付することになります。
・このため、負担対象費用により執行された不課税取引等に係る消費税相当額について、負担対象費用に計上することが出来ます。但し、免税事業者である場合は、消費税相当額を計上することはできません。
・不課税取引等に係る消費税相当額を計上する際は、当該取引の予算費目に関係なく事業実施費「その他」に計上してください。
・なお、個々の取引実態を反映しない一定割合による消費税相当額の計上は認められません。（例えば、負担対象費用全体に対して、消費税相当分として２％を計上する、課税取引が一部含まれる旅費総額に８％を乗じる等）
※不課税取引等として以下のような例があげられますが、課税区分判定については実施機関の取扱いに従って下さい。特に基本給に通勤費を含めている場合等についての取り扱いは、研究機関において顧問税理士等への確認により研究機関の責任において整理してください。
a．人件費（うち通勤手当を除く）
b．外国旅費・外国人等招聘旅費（うち支度料や国内分の旅費を除く）
c．その他、国外で消費する経費
③負担対象費用の収支管理

　　　　　・収支簿を作成の上、先述の費目および細目毎で収支管理を行って頂く必要があります。収支簿作成に当たっては、後述の「Ⅶ.5.2)収支簿の記載方法について」をご参照ください。

　・負担対象費用で支出した経費が実施機関に戻入された場合（納入遅延金等）は、ＪＳＴにご連絡願います。その連絡を元に、ＪＳＴより各実施機関に対して返還通知書を発行します。各実施機関は当該通知に基づき、ＪＳＴへ返還してください。（負担対象費用実績報告書の提出後であっても同様です）

      　④負担対象費用の支出方法について

　　　　　・負担対象費用の支出（実施機関から納入業者等への支払）は、原則として、現金払い若しくは金融機関からの振込としてください。（手形取引や相殺決済、ファクタリングは認められません）
⑤負担対象費用として計上できない経費

　　　　　・本課題の目的に合致しないもの

　　　　　・実施機関の自己資金からの支出が適当と考えられるもの［他の業務と共用で使用される物品（各種事務用品、デジカメ等の少額の電化製品、文具類・書籍、汎用ソフトウェア等）の購入費用や、通常の企業会計における一般管理費に該当するものについては、実施機関の自己資金より支出してください。］
・その他、使用が適正でないとＪＳＴが判断するもの

⑥１００％子会社等又は自社から調達を行う場合の利益排除について【実施機関が営利機関の場合のみ】
　・物品等を１００％子会社等又は自社から調達を行う場合には、競争原理を導入した調達（入札又は見積合わせ）を行う、製造原価又は仕入原価を用いる等により、利益排除を行ってください。

　・１００％子会社等又は自社から調達を行う場合には、事前にＪＳＴに連絡ください。
4．負担対象費用の執行期限

　　 ・負担対象費用の執行に係る契約、検収、支出の期限は下表のとおりです。

	　　　　手続き
	執行期限

	物品調達等の契約
	実施期間終了日又は又は業務中止日

	調達物品等の検収
	実施期間終了日又は又は又は業務中止日

	業者等への支払い（支出）
	負担対象費用実績報告書の提出期限まで


・人件費における事業主負担分や不課税取引等に係る消費税相当額等の実施機関留保分は、上記期限までに支払が完了していない場合でも、その支払金額が確定している場合に限り、計上が可能です。
5．証拠書類の管理について

1)作成・管理をしていただく経理等関係書類

　　　　①収支簿（様式７　負担対象費用実績報告書（収支簿含む）参照）
　　　　②適切に執行されたことを証明する書類

　　　　　・経理等関係書類の様式について、特に定めはありませんが、実施機関内の意志決定から契約・検収・支払いまでの過程が確認できる一連の証票類を証拠書類として整備・保管し、国の会計検査やＪＳＴによる負担対象費用の額の決定（後述の「Ⅶ.8.負担対象費用の額の決定について」を参照）等の際に支障のないように対応してください。

　　　　   ・国の会計検査やＪＳＴによる負担対象費用の額の決定では、事実に基づく証拠書類の整備により、発生した経費の適正性・妥当性を客観的に説明することが求められます。証拠書類の整備にあたっては以下の点にもご留意ください。

○人件費について、適切に出退勤管理、従事管理が行われているか。

○旅費について、出張日程と出勤簿・従事日誌に不整合が無いか。

○都度納入される消耗品等について、単品納品書(※)により納入の事実が確認できるか。

※単品納品書：納品の都度発行される納品書
・証拠書類は収支簿と共に実施機関終了日の属する事業年度末の翌日から5年間適切に保管してください。
③証拠書類の整備について
　・本支援で支出した経費の根拠となる実施機関の各種規程（経理規程、就業規則、購買規程、旅費規程等）をご準備ください。
　　　　　　・経理等関係書類の整備に関する実施機関の規程が無い場合等は、以下に準じて整備してください。
ⅰ）人件費・謝金関連

雇用契約書、業務従事日誌（週報、月報）、出勤簿、休暇届、タイムカード、労務費積算書、給与規程、就業規則、就業カレンダー、辞令の写し、講演謝金等の場合は会議等の内容が確認できる資料等

ⅱ）旅費・交通費関連

出張命令（依頼）書、外勤命令（依頼）書、旅費計算の明細書・精算書、搭乗券半券、航空券購入・タクシー代金領収書、出張報告書、旅費規程等
ⅲ）調達関連
要求時：仕様書、カタログ、定価証明書、納入実績表、選定理由書（機種選定、業者選定が出来る場合）、代理店証明書又は直販証明書（業者選定が出来る場合）

調達時：見積書（最終のもの）【必須】、業者選定が出来ない場合には２社以上の見積合わせ

契約時：請書、契約書

納品・検収・支払時：納品書（完了報告書）、単品納品書、請求書【すべて必須】

※上記のほか、共通するものとしては、実施機関内の決裁書類、預金通帳、支払伝票、銀行振込明細書又は領収書等がある。

2)収支簿の記載方法について

　・収支簿の記載は、１行１伝票としてください。(1行1品でも可です。)
　・収支簿の『入出金年月日欄』には、負担対象費用の入金年月日や物品等に係る支払年月日を日付順に記載してください。(契約年月日、納入検収年月日ではありません。)
・収支簿の『摘要欄』には、内容が確認できるよう下記事項を記載してください。

　　ⅰ）人件費・謝金関連：従事者名、従事期間（○月分等）
　　ⅱ）旅費・交通費関連：旅行者名、旅行内容(打ち合わせ・会議名等)、用務地、旅行期間
　　ⅲ）調達関連：内容が判る件名（品名）、数量等
・所得税を源泉徴収した場合は、所得税の額は「人件費」又は事業実施費「諸謝金」の費目として、支払先には支払先の税務署名を記載してください。
・収支簿の『用途欄』には計上いただいた経費についての用途を記載していただきます。なお、用途の内容が記載しきれない場合は、別途提示して提出してください（様式は問いません）。
・多数の消耗品等を一括で調達した場合には、収支簿に主なものの品名・数量を記載することで、その他品目の記載を省略することができます［例：名札ケース、他５点］。ただし、「消耗品、○点」というような具体的な品名等が不明瞭な記載は認められません。　　　

・収支簿で省略記載した場合は、内訳明細を別途提示してください（様式は問いません）。
・これとは別に、不明点等をＪＳＴ担当者が照会することや、実地調査にて確認する場合があります。
6．実施機関における管理監査体制、負担対象費用の不正使用について

1)実施機関における負担対象費用の適切な管理・監査の体制整備等について
○　実施機関における負担対象費用の管理・監査体制の整備については、下記の「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に関するホームページをご参照ください。

http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1343904.htm
2)負担対象費用の不正な使用等に関する措置
○　負担対象費用を他の用途に使用したり、ＪＳＴから負担対象費用を支出する際に付した条件に違反したり、あるいは不正な手段を用いて負担対象費用を受給するなど、本プログラムの趣旨に反する負担対象費用の不正な使用等が行われた場合には、本プログラムを含むＪＳＴの全ての事業について、「研究活動における不正行為等への対応に関する規則【別添1】」に基づき、ＪＳＴ事業への「申請及び参加[*]」の制限、申請課題の不採択の措置を行うとともに、不正の内容に応じて研究開発の全部又は一部の執行中止、委託研究費の全部又は一部の返還等の処分等の措置を取ることがあります。
○　本プログラムにおいて、「申請及び参加」の制限の措置を行う場合、当該不正事案の概要（氏名、制度名、所属機関、実施年度、不正の内容、講じられた措置の内容等）について、原則公表することとします。また、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」及び「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」においては、調査の結果、不正行為等を認定した場合、研究機関は速やかに調査結果を公表することとされていますので、各実施機関において適切に対応してください。

［*]「申請及び参加」とは、新規課題の提案、応募、申請を行うこと、また共同研究者等として新たに研究に参加すること、進行中の研究課題（継続課題）へ研究代表者又は共同研究者等として参加することを指します。
7．経理書類の提出について

　　　1)提出期限
　　　　次に掲げる報告書等を下記の提出期限内にＪＳＴへ提出してください。
	経理書類の名称
	様式７
	最終提出期限

	
	
	

	①負担対象費用実績報告書
　（兼収支決算報告書）
	経理様式１
	実施期間終了（又は業務中止）後６１日を経過した日又は翌会計年度の５月３１日のいずれか早い日

	②収支簿(その他必要と
　認められる書類含む)
	経理様式２
	


※上記の各提出期限が休日の場合は前営業日を期限とします。
※負担対象費用が精算払いの場合
上記の最終提出期限にかかわらず、会計年度の３月７日までに提出してください。
※課題の実施内容の報告について

本支援の業務の成果について、実施主担当者により、終了報告書を作成し、提出いただきます。
2)提出方法

・経理書類は指定様式です。経理書類の作成に当たっては、所定の電子ファイルをご使用ください（但し、経理様式２「収支簿」については、必要事項が全て記載されていれば、任意様式でも結構です）。

・経理書類へ必要事項を記入後、ＪＳＴ担当者宛に電子メールにて提出してください。ＪＳＴによる確認後に、押印済の経理書類を郵送にて提出してください。
8．負担対象費用の額の決定について

1)負担対象費用の額の決定方法

・ＪＳＴは実施機関より提出された書類（負担対象費用実績報告書、収支簿、終了報告書等）を基に本課題に要すると合理的に判断する金額を決定し、実施機関あてに「額の決定通知」を送付します。具体的には、合目的性(業務計画書を基に、概算払した金額が本課題の目的・趣旨に適合するものに執行されていること)及び適正性(研究機関の経理規定等に沿って、適切に支出・管理されていること)を確認します。この際、返還が必要と認められたものについて、ＪＳＴが発行する「精算額通知」に基づき、概算払した金額を返還してください。
・書面による確認調査のため、提出された書類の記載内容等について、ＪＳＴ担当者から電話や電子メール等で照会することがありますので協力願います。

2)書面調査と実地調査について

・負担対象費用の額の決定は、原則、書面により行いますが、一部の契約について、書面調査を補完する意味合いで、次年度に実施機関に赴いて実地調査を行うことがあります。・書面調査による精算後に実施されたＪＳＴの実地調査、実施機関の内部監査、国の会計検査等において不適切な執行が確認された場合は、再精算を行うこととしますので、ＪＳＴの指示に従い、概算払した金額を返還してください。
Ⅷ．知的財産権の管理について

実施期間中に知的財産権が発生した場合には、実施協定書第18条に基づき速やかにＪＳＴ担当者まで連絡ください。必要に応じて各種届け出をしていただくこととなります。

【知的財産権の基本的な考え方】

・「産業技術力強化法第１９条」及び「コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律第２５条」により、本課題に係る知的財産権について、ＪＳＴは、原則として、実施協定書に定める事項が遵守されることを前提に実施機関から譲り受けないものとします。
	参考

産業技術力強化法（抜粋）

（国が委託した研究及び開発の成果等に係る特許権等の取扱い）

第十九条　国は、技術に関する研究開発活動を活性化し、及びその成果を事業活動において効率的に活用することを促進するため、国が委託した技術に関する研究及び開発又は国が請け負わせたソフトウェアの開発の成果（以下この条において「特定研究開発等成果」という。）に係る特許権その他の政令で定める権利（以下この条において「特許権等」という。）について、次の各号のいずれにも該当する場合には、その特許権等を受託者又は請負者（以下この条において「受託者等」という。）から譲り受けないことができる。

一　特定研究開発等成果が得られた場合には、遅滞なく、国にその旨を報告することを受託者等が約すること。

二　国が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償で当該特許権等を利用する権利を国に許諾することを受託者等が約すること。

三　当該特許権等を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該特許権等を相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、国が当該特許権等の活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該特許権等を利用する権利を第三者に許諾することを受託者等が約すること。

四  当該特許権等の移転又は当該特許権等を利用する権利であって政令で定めるものの設定若しくは移転の承諾をしようとするときは、合併又は分割により移転する場合及び当該特許権等の活用に支障を及ぼすおそれがない場合として政令で定める場合を除き、あらかじめ国の承認を受けることを受託者等が約すること。

2 　前項の規定は、国が資金を提供して他の法人に技術に関する研究及び開発を行わせ、かつ、当該法人がその研究及び開発の全部又は一部を委託する場合における当該法人と当該研究及び開発の受託者との関係及び国が資金を提供して他の法人にソフトウェアの開発を行わせ、かつ、当該法人がその開発の全部又は一部を他の者に請け負わせる場合における当該法人と当該開発の請負者との関係に準用する。

3 　前項の法人は、同項において準用する第一項第二号又は第三号の許諾を求めようとするときは、国の要請に応じて行うものとする。


・本支援に係る知的財産権について出願・申請を行ったときは、ＪＳＴに対してその旨の報告書を提出していただきます。

・本支援に係る知的財産権をＪＳＴ以外の第三者に譲渡するときは、ＪＳＴに対してその旨の申請書を提出し、あらかじめＪＳＴの承諾を得るものとします。
Ⅸ．事後評価について
・本支援の事業評価として、提出いただく終了報告書を基に外部有識者による課題の事後評価を行うものとします。ご協力をお願いいたします。
Ⅹ．その他

1．担当者が他の機関に異動した場合の取扱いについて

・実施期間中に実施主担当者の人事異動（他機関への移籍・退職）がある場合は、事前にＪＳＴにご連絡いただき、｢様式５　業務変更届｣を提出してください。

・その他、実施責任者、経理担当者、契約担当者について変更がある場合は変更後、すみやかにＪＳＴへご連絡ください。
2．第三者による実施について

　　・実施機関は、課題に係る業務を第三者に実施させることはできません。
3．個人情報の取り扱いについて

・個人情報の保護に関する法令や規範を遵守してください。

・実施協定書の内容を遵守するとともに、実施機関において、充分な管理体制、ネットワークセキュリティ　ー強化等を行い、対応して下さい。

・ＪＳＴから個人情報を預託された場合、実施機関が業務を実施するにあたり個人情報を取得した場合又は、業務の実施により知り得た情報がある場合等は、必要な情報毎にセキュリティー対策を施し、十分なセキュリティーレベルを維持することで、情報漏洩等の対策を講じて下さい。

・情報漏洩が発生した場合はＪＳＴへすみやかにご連絡ください。
4．その他　　　

・ＪＳＴにご提出いただく書類に記載されている個人情報は、本支援事業のために使用し、それ以外の目的で使用することはありません。

・ＪＳＴは、課題の実施に際して、必要に応じて実施状況調査を行う場合があります。
■　ＪＳＴの連絡窓口





1.お問い合せ先


※お急ぎの場合を除き、お問い合せは電子メールでお願いします





国立研究開発法人 科学技術振興機構　国際科学技術部　事業実施担当


E-mail : seisakutaiwaATjst.go.jp　※左記の”AT”を”＠”に置き換えてご利用下さい。


TEL 03-5214-7375　FAX 03-5214-7379





2.請求書・各種提出書類の送付先


　　　〒102-0076　東京都千代田区五番町７番地　Ｋ'ｓ五番町ビル8階


国立研究開発法人 科学技術振興機構　国際科学技術部　事業実施担当








PAGE  
【H28.11】


